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【要  旨】 
 
 
  県内経済は、近時、拡大基調で推移しているが、その一方で企業の人手不足が深刻化し

ており、沖縄公庫の「県内企業景況調査」の雇用判断 D.I. (「不足」-「過剰」。D.I.は景

気動向指数) でも、2011 年 7-9 月以降、全産業ベースで「不足」超の状態が続いている。 

本調査は、「県内企業景況調査」の特別調査として、2014 年 12 月に同調査対象先にアン

ケート調査を実施したもので、併せてヒアリングによる補足調査を行った。 

本調査で明らかになったのは、県内の人手不足は、大きく①技術者・有資格者等特定の

技能を有する人材の不足が顕著な業種（建設業、運輸業及びドライバーや整備工を必要と

する関連業種）と、②量的な人手不足が顕著な業種（飲食店・宿泊業、小売業、一部のサ

ービス業（ビルメンテナンス業、警備業））に分かれることである。 

前者については、建設業が業界団体主導の下、技術者の養成に取り組んでいる一方、運

輸業等は業界団体はもとより自社で資格取得を支援する企業も少数に留まり、大半は有資

格者を中途採用している状況である。有資格者の企業間流動は、マクロ的な需要拡大の妨

げとなり、成長の足かせとなりかねないことから、ドライバー不足、整備工不足に対して

は、行政による資格取得支援（助成金）や人材育成事業が必要である。 

一方、後者については、各企業が女性労働者への支援や非正規社員の正社員への登用等

により離職率の低下に努めているが、「応募しても人が集まりにくい状態」が続いている。

中でも、宿泊業における客室清掃スタッフや施設管理業務の人手確保については、ホテル

側、ビルメンテナンス業者双方とも未だ解決策を見出せていない上、スタッフの高齢化に

伴う将来的な人手不足も懸念されている。現時点での深刻な人手不足は、夏場のピーク時

に向けて観光産業のボトルネックとなる懸念があり、一方で、現状でも「サービスの品質

低下」が高い割合を示す中、今後より深刻化が進めば、観光イメージの低下に繋がりかね

ないリスクをはらんでいる。 

人手不足・人材確保への取組として、企業側には「雇用条件や労働条件の改善」はもち

ろん、「事業の根本的な見直し」、「セルフ（機械）化・省力化」、「仕事のマルチタスク化（一

人で複数業務をこなす）」、「キャリアパス（職務経験上の中長期的な道筋）の形成」等、自

助努力による改善が求められるが、一方で行政には、「助成制度等の要件緩和や周知」、「若

年者等の資格取得支援」、「外国人労働者活用へ向けた規制緩和」、「女性労働力活用のため

の保育施設の整備・保育士の待遇改善や介護事業所の整備・介護士の待遇改善」等に向け

た迅速な対応が望まれる。また教育機関には、若年者の早期離職の改善に向けた「職業観

の教育」への取組強化が不可欠である。併せて、各業界の課題に対応した「人材育成の体

制整備」に産（業界団体、各企業）・学・官が連携して取り組む必要がある。 

県内では、中部地域で大型商業施設の開業を控えている。報道では 3,000 人規模の「雇

用創出」と云われているが、同業者や異業種からの「人手流出」も懸念されることから、

各産業の人手不足には今後も注視していく必要がある。 

［担当：伊東 祥子］ 
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はじめに 
 
2014 年の県内経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要及びその反動減、円安等に伴

う原材料・燃料価格の高騰等がみられたものの、好調な観光関連を牽引役に個人消費や建

設関連が下支えし、総じて拡大基調にあった。2015 年も観光関連で好調な需要が持続する

ことに加え、個人消費及び建設関連で人口・世帯数の増加、雇用・所得環境の改善及び沖

縄振興策の政策効果等から、引き続き拡大基調で推移するものとみられる。 

 このように県経済が拡大基調にある一方で、各産業において企業の人手不足が深刻化し

ている。沖縄公庫が四半期毎に調査している「県内企業景況調査」の直近 10 年間の推移を

みると、雇用判断 D.I.(「不足」-「過剰」社数構成比％ポイント(※))は、2011 年 7-9 月以

降、全産業ベースで「不足」超の状態が続いている(図表 1)。また、同調査で経営上の問題

点として、「求人難」を挙げる企業も増加している。 

次に、当公庫の景況調査でも雇用判断 D.I.値の高い飲食店・宿泊業、運輸業、建設業の

2004 年 7-9 期以降の D.I.値の推移をみると、飲食店・宿泊業及び運輸業は 10 年前から既

に「不足」超の状態が続いている一方、建設業では 2012 年 7-9 期までは概ね「過剰」超で

推移し、同年 10-12 期以降「不足」超がほぼ慢性的に続いている等、業種によるばらつき

がみられる。また、これらの業種について、「雇用判断 D.I.」と併せて同時期の「業況判断

D.I.」(「好転」-「悪化」)をみると、建設業が二つの D.I.の動きが概ね同様であるのに対

し、飲食店・宿泊業と運輸業は、業況判断 D.I.がマイナスの時期も雇用判断は一貫して「不

足」超で推移していたことがわかる (図表 2)。 

このように、業種により人手が不足している部門・職種や人手不足の要因が異なると推

測されることから、今般、沖縄公庫企画調査部では、人手不足の実態をより詳細に把握す

るため、定例の「県内企業景況調査」（2014 年 10－12 月期調査）と併せて、「人手不足の影

響と人材確保の取組に関する特別調査」を実施した。 

 

 

(※)D.I.(Diffusion Index、景気動向指数)とは、質問に対し、プラス、中立、マイナスの 3つ

の選択肢を用意し、このうちプラスと答えた企業の割合から、マイナスと答えた企業の割合を差

し引いたものである。この D.I.は、基本的には変化の方向を表すことができる。 

  なお、当公庫景況調査では、業況判断 D.I.は前年同期との比較による調査、雇用判断 D.I.は

当該期に関する調査となっている。 
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調査対象企業(社） 回答企業（社） 回答率(％)
367 323 88.0

 製 造 業 69 63 91.3
 建 設 業 73 68 93.2
 卸 売 業 44 38 86.4
 ⼩ 売 業 47 43 91.5
 運 輸 業 35 29 82.9
 情報通信業 19 16 84.2
 サービス業 50 40 80.0
 飲⾷店・宿泊業 26 22 84.6

全 産 業

Ⅰ 調査要領 
 

(1) 調査目的 

      県内景況は拡大基調で推移しているが、一方で様々な業種で人手不足が深刻化して

いることから、当公庫の県内企業景況調査の一環として、人手不足の影響と人材確保

の取組を把握する。 

 

(2) 調査実施期間 

    2014 年 11 月下旬～2015 年 2 月上旬 

     (調査票発送：2014 年 11 月 28 日、回収基準日：2014 年 12 月 12 日） 

 

(3) 調査対象 

    当公庫県内企業景況調査対象企業 

   (沖縄県内に本社のある法人企業で、原則として資本金 1千万円以上かつ従業員 20 名

以上の企業) 

 

(4) 調査対象企業社数及び回答状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (注)回答社数が 2社以下の業種は秘匿 

 

(5) 調査方法 

    対象企業に調査票を郵送し自社記入、電話及び実訪によるヒアリングを実施 
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Ⅱ 調査結果 
 

  本調査では、「１．人手不足の影響」及び「２．人材確保に向けた取組状況」について尋

ねた。 
 

１．人手不足の影響 
(1)  人手不足の現状 
飲食店・宿泊業で、正社員・非正規社員ともに約 7 割の企業が、現在人手不足 

 

  人手不足の状況について、①正社員の人手不足、②非正規社員の人手不足、③外部社員(派

遣社員、請負社員など当該企業が直接雇用していない社員)の過不足を尋ねた。 

 

①正社員の人手不足（図表 3） 

人手不足の状況について、正社員が「現在不足している」と回答した企業は 25.8％に上

り、「現在は不足していないが今後不足する懸念がある」（28.6％）と合わせると、過半数

の企業が「既に不足」又は「今後不足する懸念がある」と考えている。業種別では、「飲食

店・宿泊業」で「現在不足している」が 63.6％と最も高く、「運輸業」、「建設業」、「サービ

ス業（特に建築設計・土木サービス業）」でも 3割以上の企業が「現在不足している」と回

答した。 

 

②非正規社員の人手不足（図表 4） 

 非正規社員について、「現在不足している」と回答した企業は 28.4％、「今後不足する懸

念がある」が 17.6％となった。業種別では、正社員と同様、「飲食店・宿泊業」で「現在不

足している」が 72.7％と最も高く、他の業種と比べて不足感が極めて高い。また、「小売業」

（40.5％）、「サービス業（特にビルメンテナンス業、警備業）」（39.5％）、「運輸業」（37.0％）

でも高い割合となった。特に、ホテルの客室清掃スタッフの人手不足が深刻化しており、

最近では募集をかけても応募状況は厳しく、繁忙時には他部署の社員も総出で客室清掃・

ベッドメイキング等を応援するといった事態も生じている。 

 

③外部社員の人手不足（図表 5） 

外部社員については、「外部社員はいない」と回答した企業が 62.9％と最も多く、「現在

不足している」は 8.8％、「今後不足する懸念がある」が 9.9％となった。業種別では、「現

在不足している」の回答が 1 割を超えたのは、「運輸業(特に道路貨物運送業)」(14.8％)、

「飲食店・宿泊業(特に宿泊業)」(14.3％)、「建設業」(13.8％)、「情報通信業(特に情報サ

ービス業)」(12.5％)で、「今後不足する懸念がある」は、外部の職人を雇用する「建設業」

(20.7％)や客室清掃等を外注している「飲食店・宿泊業」(14.3％)で他の業種より高い。 
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(2)  人手不足による業務への支障 

過半数の企業が「業務への支障が出ている」と回答。飲食店・宿泊業は 8 割近くに上

る(図表 6) 

 

(1)で「現在不足している」又は「今後不足する懸念がある」と回答した企業に、人手不

足により業務への支障が出ているか尋ねたところ、「大きな支障が出ている」が 4.7％、「あ

る程度支障が出ている」が 47.6％となり、何らかの支障が出ている企業が過半数となった。

また、「今後支障が出る可能性がある」と回答した企業も 40.1％に上った。 
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は、「飲食店・宿泊業」が 76.2％と最も高く、次いで「運輸業」が 65.2％、「サービス業」

が 61.3％、「卸売業」が 52.4％、「建設業」が 52.1％となり、この 5業種では過半数の企業

で「業務に支障が出ている」状態であることが明らかとなった。 
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出所：当公庫調査 
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Ⅲ 結びに 
    ～有資格者・技術者の不足に悩む業種と、量的な人手不足を解決できない業種～ 

 

(1)県内では、景気拡大に伴う企業の事業拡大や好調な入域観光客数、基地の跡地利用や土

地区画整理事業等による新たな商業地域の形成によりサービス業・小売業が新規出店す

る等、求人側の雇用の動きが活発化している。それに伴い「量的な雇用」については一

定の改善がみられるが、一方で、非正規雇用の求人が圧倒的に多いことや若年者の高い

離職率、女性の就業支援等、「質的な雇用」はまだまだ課題が多いのが実情である。 

(2)本調査で明らかになったのは、県内の人手不足は、大きく①技術者・有資格者等特定の

技能を有する人材の不足が顕著な業種（建設業、運輸業及びドライバーや整備工を必要

とする関連業種）と、②量的な人手不足が顕著な業種（飲食店・宿泊業、小売業、一部

のサービス業（ビルメンテナンス業、警備業））に分かれることである。 

前者については、建設業が業界団体主導の下、技術者の養成に取り組み始めている一方、

運輸業等は業界団体はもとより自社で資格取得を支援する企業も少数に留まり、大半は

有資格者を中途採用している状況である。有資格者の企業間流動は、マクロ的な需要拡

大の妨げとなり、成長の足かせとなりかねない。このため、ドライバー不足、整備工不

足に対しては、行政による資格取得支援（助成金）や人材育成事業が必要である。 

一方、後者については、各企業が女性労働者への支援や非正規社員の正社員への登用等

による離職率の低下に努めているが、「応募しても人が集まりにくい状態」が続いてい

る。中でも、宿泊業における客室清掃スタッフや施設管理業務の人手確保については、

ホテル側、ビルメンテナンス業者双方とも未だ解決策を見出せていない上、スタッフの

高齢化に伴う将来的な人手不足も懸念されている。一部の企業からは「夏場の繁忙期だ

けでも短期ビザによるアジアからの労働者受入を認めてほしい」（宿泊業）といった要

望も挙がった。現時点での深刻な人手不足は、夏場のピーク時に向けて県経済の牽引役

である観光産業のボトルネックとなる懸念があり、一方で、現状においても「サービス

の品質低下」が高い割合を示す中、今後より深刻化が進めば、観光イメージの低下に繋

がりかねないリスクをはらんでいる。 

(3)人手不足・人材確保への取組として、企業側には「雇用条件や労働条件の改善」はもち

ろん、「事業の根本的な見直し」、「セルフ（機械）化・省力化」、「仕事のマルチタスク

化（一人で複数業務をこなす）」、「キャリアパス（職務経験上の中長期的な道筋）の形

成」等、自助努力による改善が求められるが、一方で行政には、「助成制度等の要件緩

和や周知」、「若年者等の資格取得支援」、「外国人労働者活用へ向けた規制緩和」、「女性

労働力活用のための保育施設の整備・保育士の待遇改善や介護事業所の整備・介護士の

待遇改善」等に向けた迅速な対応が望まれる。また教育機関には、若年者の早期離職の

改善に向けた「職業観の教育」への取組強化が不可欠である。併せて、各業界の課題に

対応した「人材育成の体制整備」に産（業界団体、各企業）・学・官が連携して取組む

必要がある。 

(4)県内では、中部地域で大型商業施設の開業を控えている。報道では 3,000 人規模の「雇

用創出」と云われているが、同業者や異業種からの「人手流出」も懸念されることから、

各産業の人手不足には今後も注視していく必要がある。 
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望要・見意るす対に等政行や題課のてしと界業種業

製造業(印刷関連）
特別な技術を要するので（ﾃﾞｻﾞｲﾝ、機械工等）育てるという点がむずかしい、すぐに使えないので
好きでなければ続かないし、時間がかかるので大変です。

製造業 若年層の定着化
製造業 県内で資格等が取れなく、時間、経費共に負担が大なのが課題である。

建設業
人材不足が加速する現状で、業界の人材が県外へ流出する現状を具体的に把握し、要因の究明を追
求し、対策を速やかに行ってほしい。

建設業

我々の業種は二重免許（電気→工事士免許（通産省免許）、施工管理士（国交省））、（水道管→
設備主任技術者（厚労省）、施工管理士（国交省））と事業法と公共工事の為の施工管理とあり、
若者の勉強意欲がなくなり、金も掛かるし会社が援助しても免許取得迄10年掛けて頑張ってくれな
い。業界に必要な免許は当然必要だが、二重免許はおかしい。その為若年者が希望を持って行けな
い。ギャップに悩んでいる。

建設業
建設業。工事の書類提出物が多く、物作りが、役所指導の書類作りの感が見られる。会社の技術員
が書類作りに、追われている状況である。

建設業 専門技術者に育成するための手段を検討している。その為の助成金等を調べている。
建設業 建設業で人手不足が懸念される。
建設業 若年者、高年齢者の雇用維持や有資格者の維持などに対する支援・補助が不足している。
建設業 下請業者、特に型枠大工がかなり不足しているので、その確保が大きな課題である。
建設業 工事現場に於ける技能労務者（職人）の確保がむずかしい。一般作業員も不足しがち。
卸売業 現状、欠員（パート）がでた時、募集をするが反応が以前に比べ悪い。
卸売業 求人をしても応募が少ない。年齢が高い。
卸売業 行政は現地企業にあった仕事しているか疑問です。

小売業
３Ｋ職場のｲﾒｰｼﾞが強く、採用難が続いている（深夜作業、重量物の運搬）。
標準月例給与を役所の職員並みにしている。

小売業 障害者雇用において、業種に適した障害者の総合的な紹介システムを構築してほしい。

小売業(自動車)
優秀なﾍﾞﾃﾗﾝ整備士の離職者が定期的に発生、新人の採用は順調だが、平均年齢が毎年若くなって来
ており、ﾕｰｻﾞｰへのﾊｲｸｵﾘﾃｨｰのｻｰﾋﾞｽが出来なくなって行く可能性がある。

小売業 会社が社宅を持ち、社員に還元していく仕組み作りを考える。
運輸業(道路旅客運送) 業界として、大型2種免許取得費用の行政からの補助。

運輸業(道路貨物運送)
貨物軽自動車運送事業者の確保が困難なことから、自家用車を使用する有償運送許可証を通年で許
可して欲しい。

運輸業(道路貨物運送)
流通業界に於ける、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足が深刻化している現状を踏まえ、行政としての検証、支援策を構ず
る事が可能なのか伺いたい。

運輸業(運輸・倉庫業) ドライバーとして採用を計画するも、運転免許の条件がきびしくなっている。

運輸業(運輸・倉庫業)
当社は社員数が60名程度と少なく、社員間や経営者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが日頃から図られている為、離
職者はほぼいない。

ｻｰﾋﾞｽ業(建築設計・
土木建築サービス)

新卒入社後数年の技術者が公務員試験合格による退職するケースがあり、欠員の補充に苦慮してい
る。

ｻｰﾋﾞｽ業(自動車整備業)
繁忙時期、短期パートを活用したいが、募集しても応募がなく外国人も検討したいが、方法が見つ
からない。

ｻｰﾋﾞｽ業(警備業)
ﾊﾛｰﾜｰｸに募集してもほとんど応募がない。人気のある職種とそうでない職種への応募の格差を是正
する対策をお願いしたい。

ｻｰﾋﾞｽ業(洗濯業)
３～５年前の事業計画の中で必要になってくる人材の確保が困難になってきている。打つ手を考え
中である。

ｻｰﾋﾞｽ業(洗濯業) 雇用改善に向けて前向きに取り組んでいる。
サービス業(ｽﾎﾟｰﾂ施
設提供・ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ)

斯業界で、以前より会員権預託金の問題がある中で、どうやって返済できるのか、金融機関から協
力は得られるものなのか、弊社の重要課題だと考えます。

飲食店・宿泊業 若年層に調理に関する仕事をどのように志願していただけるかが課題である。

飲食店・宿泊業

求人広告を載せても人が来ないため、前年の3倍掲載しており費用負担が大きい。この補助が欲し
い。企業としても待遇を改善したり、居心地良くここでこの人たちと頑張りたいと思ってもらえる
ように努力をするが、現場をこなすのにいっぱいいっぱいで体制の立て直しがスムーズにいかな
い。

飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業は採用が難しい。大型商業施設のオープンに伴い、更に難しくなります。人材確保
の取り組みを考えていかなければいけない状況です。

飲食店・宿泊業
ｻｰﾋﾞｽ業は人材の定着があまり良くなく、特に若年者の離職率が高いのが課題である。求人者になん
とかこの業界の仕事に目を向けてくれる様に行政にも協力を頂きたい。

飲食店・宿泊業
若年者定着支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより、若年者の離職率低下に向けたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成し、今後展開予定。ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄにより指導された内容を実践して行きたい。

<参考資料>   

2．アンケート票の自由回答欄に寄せられた業界の課題や行政等への要望・意見等 
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望要・見意るす対に等政行や題課のてしと界業種業

製造業(印刷関連）
特別な技術を要するので（ﾃﾞｻﾞｲﾝ、機械工等）育てるという点がむずかしい、すぐに使えないので
好きでなければ続かないし、時間がかかるので大変です。

製造業 若年層の定着化
製造業 県内で資格等が取れなく、時間、経費共に負担が大なのが課題である。

建設業
人材不足が加速する現状で、業界の人材が県外へ流出する現状を具体的に把握し、要因の究明を追
求し、対策を速やかに行ってほしい。

建設業

我々の業種は二重免許（電気→工事士免許（通産省免許）、施工管理士（国交省））、（水道管→
設備主任技術者（厚労省）、施工管理士（国交省））と事業法と公共工事の為の施工管理とあり、
若者の勉強意欲がなくなり、金も掛かるし会社が援助しても免許取得迄10年掛けて頑張ってくれな
い。業界に必要な免許は当然必要だが、二重免許はおかしい。その為若年者が希望を持って行けな
い。ギャップに悩んでいる。

建設業
建設業。工事の書類提出物が多く、物作りが、役所指導の書類作りの感が見られる。会社の技術員
が書類作りに、追われている状況である。

建設業 専門技術者に育成するための手段を検討している。その為の助成金等を調べている。
建設業 建設業で人手不足が懸念される。
建設業 若年者、高年齢者の雇用維持や有資格者の維持などに対する支援・補助が不足している。
建設業 下請業者、特に型枠大工がかなり不足しているので、その確保が大きな課題である。
建設業 工事現場に於ける技能労務者（職人）の確保がむずかしい。一般作業員も不足しがち。
卸売業 現状、欠員（パート）がでた時、募集をするが反応が以前に比べ悪い。
卸売業 求人をしても応募が少ない。年齢が高い。
卸売業 行政は現地企業にあった仕事しているか疑問です。

小売業
３Ｋ職場のｲﾒｰｼﾞが強く、採用難が続いている（深夜作業、重量物の運搬）。
標準月例給与を役所の職員並みにしている。

小売業 障害者雇用において、業種に適した障害者の総合的な紹介システムを構築してほしい。

小売業(自動車)
優秀なﾍﾞﾃﾗﾝ整備士の離職者が定期的に発生、新人の採用は順調だが、平均年齢が毎年若くなって来
ており、ﾕｰｻﾞｰへのﾊｲｸｵﾘﾃｨｰのｻｰﾋﾞｽが出来なくなって行く可能性がある。

小売業 会社が社宅を持ち、社員に還元していく仕組み作りを考える。
運輸業(道路旅客運送) 業界として、大型2種免許取得費用の行政からの補助。

運輸業(道路貨物運送)
貨物軽自動車運送事業者の確保が困難なことから、自家用車を使用する有償運送許可証を通年で許
可して欲しい。

運輸業(道路貨物運送)
流通業界に於ける、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足が深刻化している現状を踏まえ、行政としての検証、支援策を構ず
る事が可能なのか伺いたい。

運輸業(運輸・倉庫業) ドライバーとして採用を計画するも、運転免許の条件がきびしくなっている。

運輸業(運輸・倉庫業)
当社は社員数が60名程度と少なく、社員間や経営者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが日頃から図られている為、離
職者はほぼいない。

ｻｰﾋﾞｽ業(建築設計・
土木建築サービス)

新卒入社後数年の技術者が公務員試験合格による退職するケースがあり、欠員の補充に苦慮してい
る。

ｻｰﾋﾞｽ業(自動車整備業)
繁忙時期、短期パートを活用したいが、募集しても応募がなく外国人も検討したいが、方法が見つ
からない。

ｻｰﾋﾞｽ業(警備業)
ﾊﾛｰﾜｰｸに募集してもほとんど応募がない。人気のある職種とそうでない職種への応募の格差を是正
する対策をお願いしたい。

ｻｰﾋﾞｽ業(洗濯業)
３～５年前の事業計画の中で必要になってくる人材の確保が困難になってきている。打つ手を考え
中である。

ｻｰﾋﾞｽ業(洗濯業) 雇用改善に向けて前向きに取り組んでいる。
サービス業(ｽﾎﾟｰﾂ施
設提供・ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ)

斯業界で、以前より会員権預託金の問題がある中で、どうやって返済できるのか、金融機関から協
力は得られるものなのか、弊社の重要課題だと考えます。

飲食店・宿泊業 若年層に調理に関する仕事をどのように志願していただけるかが課題である。

飲食店・宿泊業

求人広告を載せても人が来ないため、前年の3倍掲載しており費用負担が大きい。この補助が欲し
い。企業としても待遇を改善したり、居心地良くここでこの人たちと頑張りたいと思ってもらえる
ように努力をするが、現場をこなすのにいっぱいいっぱいで体制の立て直しがスムーズにいかな
い。

飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業は採用が難しい。大型商業施設のオープンに伴い、更に難しくなります。人材確保
の取り組みを考えていかなければいけない状況です。

飲食店・宿泊業
ｻｰﾋﾞｽ業は人材の定着があまり良くなく、特に若年者の離職率が高いのが課題である。求人者になん
とかこの業界の仕事に目を向けてくれる様に行政にも協力を頂きたい。

飲食店・宿泊業
若年者定着支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより、若年者の離職率低下に向けたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成し、今後展開予定。ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄにより指導された内容を実践して行きたい。

<参考資料>   

2．アンケート票の自由回答欄に寄せられた業界の課題や行政等への要望・意見等 
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問
9

①
需

要
増

へ
の

対
応

が
困

難
　 

  　
　　

　　
　②

⼯
期

・納
期

の
遅

れ
　　

　　
　 

  　
 ③

新
規

出
店

計
画

や
事

業
計

画
の

⾒
直

し
④

製
商

品
・サ

ー
ビス

の
品

質
低

下
　　

   
　　

⑤
営

業
時

間
の

短
縮

・休
⽌

　 
  　

 　
⑥

従
業

員
の

労
働

時
間

の
⻑

時
間

化

①
⽣

産
現

場
に

携
わ

る⼈
材

   
 ②

事
業

に
必

要
な

専
⾨

の
資

格
を有

す
る⼈

材
   

   
   

   
③

⾼
度

な
技

術
を持

つ
⼈

材
④

研
究

・開
発

部
⾨

の
⼈

材
　 

 ⑤
営

業
部

⾨
の

⼈
材

 　
 ⑥

経
営

・企
画

部
⾨

の
⼈

材
 　

 ⑦
経

理
・総

務
・⼈

事
部

⾨
の

⼈
材

(1
)新

規
学

卒
者

　①
60

歳
以

上
の

⾼
年

齢
者

を雇
⽤

して
い

る　
　②

60
歳

以
上

の
⾼

年
齢

者
は

雇
⽤

して
い

な
い

　①
定

年
の

引
上

げ
を実

施
し雇

⽤
して

い
る 

   
   

   
 ②

定
年

制
度

を廃
⽌

し雇
⽤

して
い

る　
　　

　　
①

育
児

休
暇

制
度

が
あ

る 
   

   
   

   
  ②

介
護

休
暇

制
度

が
あ

る 
   

   
   

   
  ③

託
児

所
な

どを
整

備
また

は
斡

旋
して

い
る

別
紙

「県
内

企
業

景
況

調
査

」（
平

成
26

年
10

⽉
〜

12
⽉

期
）

と⼀
緒

に
返

信
⽤

封
筒

に
⼊

れ
て

、公
庫

あ
て

送
付

して
くだ

さい

③
現

在
、今

後
とも

、ほ
ぼ

適
正

が
続

く⾒
込

み
　 

   
 　

④
現

在
、過

剰
で

あ
る

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

 　
   

 ②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

(1
)⾼

校
新

規
学

卒
者

の
採

⽤
に

つ
い

て
、該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

   
  　

②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

①
⼤

きな
⽀

障
が

出
て

い
る　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　 

　　
　②

あ
る程

度
⽀

障
が

出
て

い
る

(2
)貴

社
の

今
後

の
⼈

材
育

成
に

あ
た

り、
どの

取
組

み
が

最
も有

効
と考

え
ます

か
。そ

れ
ぞ

れ
該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

（
平
成
26
年
12
⽉
12
⽇
（
⾦
）
必
着
で
お
願
い
い
た
しま
す
）
。

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

   
  　

②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

問
3

問
2で

、①
〜

③
の

い
ず

れ
か

ご
回

答
した

企
業

の
み

お
答

え
くだ

さい
。

　　
④

⼈
材

育
成

ノウ
ハ

ウの
蓄

積
が

な
い

   
   

   
 ⑤

過
去

に
採

⽤
した

新
卒

者
の

離
職

率
が

⾼
か

った
た

め

(1
)貴

社
の

現
在

の
取

組
み

に
つ

い
て

、そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

③
今

の
とこ

ろ⽀
障

は
⽣

じて
い

な
い

が
、今

後
⽀

障
が

出
る可

能
性

が
あ

る　
　　

④
当

⾯
、⽀

障
は

出
な

い
⾒

通
し

　　
③

⾏
政

等
の

⼈
材

育
成

助
成

制
度

・認
証

制
度

(注
)の

活
⽤

①
実

施
した

　　
②

今
後

実
施

予
定

　　
　③

今
の

とこ
ろ予

定
は

な
い

   
(注

) 
「若

年
者

定
着

⽀
援

実
践

プロ
グラ

ム
」、

「正
規

雇
⽤

化
促

進
モデ

ル
事

業
」、

「外
国

⼈
技

能
実

習
⽣

制
度

」、
「ｷ

ｬﾘ
ｱｱ

ｯﾌ
ﾟ助

成
⾦

」、
「⼈

材
育

成
企

業
認

証
制

度
」等

貴
社

の
採

⽤
⽅

針
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　　
④

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

　　
⑤

外
国

⼈
材

の
活

⽤
は

考
え

て
い

な
い

　　
①

賃
上

げ
な

ど労
働

条
件

の
改

善
　　

　
①

実
施

した
　　

②
今

後
実

施
予

定
　　

　③
今

の
とこ

ろ予
定

は
な

い
⑧

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　）
　

　　
②

⾮
正

規
社

員
の

正
社

員
化

①
実

施
した

　　
②

今
後

実
施

予
定

　　
　③

今
の

とこ
ろ予

定
は

な
い

問
10

貴
社

の
⼈

材
確

保
・定

着
に

向
け

た
取

組
み

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。

　　
④

結
婚

・出
産

等
で

退
職

した
従

業
員

に
再

雇
⽤

の
機

会
を設

け
て

い
る　

　
　　

⑤
短

時
間

勤
務

制
度

・所
定

外
労

働
時

間
の

免
除

・フ
レッ

クス
タイ

ム
制

度
等

、就
業

時
間

の
緩

和
措

置
を設

け
て

い
る

　　
⑥

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　）

　　
⑦

特
に

取
り組

ん
で

い
るも

の
は

な
い

問
8

(2
)(

1)
で

①
〜

⑥
の

⼀
つ

で
も○

をつ
け

た
企

業
に

お
尋

ね
しま

す
。

県
内
企
業
景
況
調
査
　　
　特

別
調
査
票

平
  成

  2
6 

 年
  1

2 
 ⽉

沖
縄

振
興

開
発

⾦
融

公
庫

問
7

⼥
性

の
雇

⽤
に

関
す

る貴
社

の
取

組
み

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。該

当
す

る番
号

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

(1
)⼥

性
従

業
員

の
雇

⽤
継

続
策

とし
て

取
り組

ん
で

い
るこ

とは
あ

りま
す

か
。該

当
す

るも
の

す
べ

て
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

 ご
 記

 ⼊
 担

 当
 者

 貴
  社

  名

県
内

の
様

々
な

業
種

で
⼈

⼿
不

⾜
が

深
刻

化
して

お
りま

す
が

、貴
社

の
状

況
に

つ
い

て
教

え
て

くだ
さい

。
該

当
す

る
番

号
に

○
を

つ
け

て
ご

回
答

くだ
さい

。な
お

、そ
の

他
に

○
を

つ
け

た
場

合
に

は
、（

　）
内

に
内

容
を

ご
記

⼊
くだ

さい

外
国

⼈
の

活
⽤

に
関

す
る貴

社
の

取
組

み
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。
(1

)現
在

外
国

⼈
の

従
業

員
は

採
⽤

して
い

ます
か

。該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

正
社

員
とし

て
雇

⽤
   

  ②
⾮

正
規

社
員

とし
て

雇
⽤

   
  ③

外
部

社
員

とし
て

雇
⽤

   
  ④

繁
忙

期
の

み
短

期
雇

⽤
   

  ⑤
い

な
い

　　
①

専
⾨

知
識

や
技

術
・技

能
を有

す
る外

国
⼈

材
で

あ
れ

ば
活

⽤
した

い
　　

②
現

場
作

業
員

・ｽ
ﾀｯ

ﾌ等
とし

て
外

国
⼈

材
を活

⽤
した

い
   

   
   

 ③
繁

忙
期

な
ど短

期
の

雇
⽤

とし
て

活
⽤

した
い

　　
貴

社
の

取
組

み
は

、⼥
性

従
業

員
の

雇
⽤

継
続

に
つ

な
が

って
い

るで
しょ

うか
？

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　　
①

⼤
い

に
つ

な
が

って
い

る 
   

   
  ②

あ
る程

度
つ

な
が

って
い

る 
   

   
  ③

あ
まり

つ
な

が
って

い
な

い
   

   
   

④
つ

な
が

って
い

な
い

若
年

者
の

採
⽤

に
関

す
る貴

社
の

取
組

み
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。

　　
①

既
に

採
⽤

して
い

る 
   

   
   

②
今

後
採

⽤
す

る予
定

、ま
た

は
採

⽤
を検

討
して

い
る 

   
   

   
③

当
⾯

採
⽤

す
る予

定
は

な
い

(2
)外

国
⼈

材
の

活
⽤

に
つ

い
て

御
社

の
考

え
に

近
い

もの
を、

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

既
に

採
⽤

して
い

る 
   

   
   

②
今

後
採

⽤
す

る予
定

、ま
た

は
採

⽤
を検

討
して

い
る 

   
   

   
③

当
⾯

採
⽤

す
る予

定
は

な
い

(3
)(

1)
⼜

は
(2

)で
③

に
○

をつ
け

た
企

業
の

み
ご

回
答

くだ
さい

。当
⾯

採
⽤

す
る予

定
が

な
い

理
由

は
な

ぜ
で

しょ
うか

。
　　

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

即
戦

⼒
を獲

得
した

い
   

   
   

 ②
⼈

材
育

成
の

時
間

が
な

い
   

   
   

 ③
⼈

材
育

成
の

予
算

が
な

い
　

　　
⑥

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

(2
)⼤

学
⼜

は
専

修
学

校
の

新
規

学
卒

者
の

採
⽤

に
つ

い
て

、該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　③
60

歳
以

降
の

再
雇

⽤
制

度
を導

⼊
して

い
る 

   
  ④

技
術

や
資

格
を有

す
る者

を正
社

員
とし

て
新

規
採

⽤
して

い
る　

　⑤
技

術
や

資
格

を有
す

る者
を⾮

正
規

社
員

とし
て

新
規

採
⽤

して
い

る　
※

本
調

査
票

の
内

容
に

つ
い

て
、後

⽇
お

電
話

に
て

お
尋

ね
させ

て
い

た
だ

く場
合

が
　ご

ざ
い

ます
の

で
、写

しを
取

って
控

え
て

い
た

だ
きま

す
よう

、お
願

い
い

た
しま

す
。

沖
縄

振
興

開
発

⾦
融

公
庫

　企
画

調
査

部
調

査
課

   
担

当
：

伊
東

   
   

  T
EL

：
09

8-
94

1-
17

31
 

＝
ご

協
⼒

あ
りが

とう
ご

ざ
い

まし
た

＝

　　
①

社
内

⼜
は

ｸﾞ
ﾙｰ

ﾌﾟ
会

社
の

研
修

プロ
グ

ラム
等

に
よる

⼈
材

育
成

   
   

 ②
外

部
の

セ
ミナ

ー
や

外
部

ｺﾝ
ｻﾙ

ﾀﾝ
ﾄの

活
⽤

　　
③

業
界

団
体

の
主

催
す

る研
修

・セ
ミナ

ー
・職

業
訓

練
等

へ
の

参
加

   
   

④
⾏

政
の

主
催

す
る研

修
・セ

ミナ
ー

・職
業

訓
練

へ
の

参
加

 
　　

⑤
その

他
（

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

⾃
由

意
⾒

（
業

界
とし

て
の

課
題

や
⾏

政
等

に
対

す
る意

⾒
・要

望
等

）
が

あ
れ

ば
ご

記
⼊

くだ
さい

。
問

11

問
5

(3
)⾼

年
齢

者

①
採

⽤
を増

や
した

   
②

今
後

増
や

す
⾒

込
み

   
③

現
状

維
持

   
④

採
⽤

を減
らし

た
   

⑤
今

後
減

らす
⾒

込
み

(2
)中

途
採

⽤
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み

(5
)外

国
⼈

①
採

⽤
を増

や
した

   
②

今
後

増
や

す
⾒

込
み

   
③

現
状

維
持

   
④

採
⽤

を減
らし

た
   

⑤
今

後
減

らす
⾒

込
み

(1
)6

0歳
以

上
の

⾼
年

齢
者

の
雇

⽤
に

つ
い

て
、い

ず
れ

か
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

(2
)⾼

年
齢

者
の

雇
⽤

形
態

とし
て

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

外
部

社
員

（
派

遣
社

員
、請

負
社

員
な

ど）
で

、そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。
雇

⽤
形

態
別

の
⼈

⼿
過

不
⾜

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。正

社
員

、⾮
正

規
社

員
（

パ
ー

ト、
ア

ル
バ

イト
、嘱

託
な

ど）
、

問
1

(1
)正

社
員

FA
X：

09
8-

94
1-

19
20

 

⼈
⼿

不
⾜

に
より

、事
業

へ
の

⽀
障

が
出

て
い

るで
しょ

うか
。該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

具
体

的
に

、ど
の

よう
な

⽀
障

が
出

て
い

る、
また

は
今

後
出

る可
能

性
が

あ
りま

す
か

。該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

⑦
⼈

件
費

等
の

経
費

増
に

伴
う収

益
の

悪
化

　　
   

   
   

   
   

   
  　

   
   

   
   

  ⑧
業

務
多

忙
に

よる
離

職
者

の
増

加
⑨

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

）
　　

　

(2
)⾮

正
規

社
員

③
現

在
、今

後
とも

、ほ
ぼ

適
正

が
続

く⾒
込

み
　 

   
 　

④
現

在
、過

剰
で

あ
る　

   
  ⑤

⾮
正

規
社

員
は

い
な

い

(3
)外

部
社

員
③

現
在

、今
後

とも
、ほ

ぼ
適

正
が

続
く⾒

込
み

　 
   

   
④

現
在

、過
剰

で
あ

る 
   

 　
⑤

外
部

社
員

は
い

な
い

問
2

問
1で

、⼀
つ

で
も①

また
は

②
に

ご
回

答
した

企
業

の
み

ご
回

答
くだ

さい
。

　⑥
その

他
（

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

）

(4
)⼥

性
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み

問
6

⾼
年

齢
者

の
雇

⽤
に

関
す

る貴
社

の
取

組
み

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。

問
4

問
2で

、①
〜

③
の

い
ず

れ
か

ご
回

答
した

企
業

の
み

お
答

え
くだ

さい
。

不
⾜

して
い

る⼈
材

に
つ

い
て

、該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

テ
ー
マ
「⼈
⼿
不
⾜
の
影
響
と⼈

材
確
保
の
取
組
み
」に
つ
い
て

お
問

い
合

わ
せ

先
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問
9

①
需

要
増

へ
の

対
応

が
困

難
　 

  　
　　

　　
　②

⼯
期

・納
期

の
遅

れ
　　

　　
　 

  　
 ③

新
規

出
店

計
画

や
事

業
計

画
の

⾒
直

し
④

製
商

品
・サ

ー
ビス

の
品

質
低

下
　　

   
　　

⑤
営

業
時

間
の

短
縮

・休
⽌

　 
  　

 　
⑥

従
業

員
の

労
働

時
間

の
⻑

時
間

化

①
⽣

産
現

場
に

携
わ

る⼈
材

   
 ②

事
業

に
必

要
な

専
⾨

の
資

格
を有

す
る⼈

材
   

   
   

   
③

⾼
度

な
技

術
を持

つ
⼈

材
④

研
究

・開
発

部
⾨

の
⼈

材
　 

 ⑤
営

業
部

⾨
の

⼈
材

 　
 ⑥

経
営

・企
画

部
⾨

の
⼈

材
 　

 ⑦
経

理
・総

務
・⼈

事
部

⾨
の

⼈
材

(1
)新

規
学

卒
者

　①
60

歳
以

上
の

⾼
年

齢
者

を雇
⽤

して
い

る　
　②

60
歳

以
上

の
⾼

年
齢

者
は

雇
⽤

して
い

な
い

　①
定

年
の

引
上

げ
を実

施
し雇

⽤
して

い
る 

   
   

   
 ②

定
年

制
度

を廃
⽌

し雇
⽤

して
い

る　
　　

　　
①

育
児

休
暇

制
度

が
あ

る 
   

   
   

   
  ②

介
護

休
暇

制
度

が
あ

る 
   

   
   

   
  ③

託
児

所
な

どを
整

備
また

は
斡

旋
して

い
る

別
紙

「県
内

企
業

景
況

調
査

」（
平

成
26

年
10

⽉
〜

12
⽉

期
）

と⼀
緒

に
返

信
⽤

封
筒

に
⼊

れ
て

、公
庫

あ
て

送
付

して
くだ

さい

③
現

在
、今

後
とも

、ほ
ぼ

適
正

が
続

く⾒
込

み
　 

   
 　

④
現

在
、過

剰
で

あ
る

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

 　
   

 ②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

(1
)⾼

校
新

規
学

卒
者

の
採

⽤
に

つ
い

て
、該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

   
  　

②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

①
⼤

きな
⽀

障
が

出
て

い
る　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　 

　　
　②

あ
る程

度
⽀

障
が

出
て

い
る

(2
)貴

社
の

今
後

の
⼈

材
育

成
に

あ
た

り、
どの

取
組

み
が

最
も有

効
と考

え
ます

か
。そ

れ
ぞ

れ
該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

（
平
成
26
年
12
⽉
12
⽇
（
⾦
）
必
着
で
お
願
い
い
た
しま
す
）
。

①
現

在
、不

⾜
して

い
る 

   
  　

②
現

在
は

不
⾜

して
い

な
い

が
、今

後
不

⾜
す

る懸
念

が
あ

る

問
3

問
2で

、①
〜

③
の

い
ず

れ
か

ご
回

答
した

企
業

の
み

お
答

え
くだ

さい
。

　　
④

⼈
材

育
成

ノウ
ハ

ウの
蓄

積
が

な
い

   
   

   
 ⑤

過
去

に
採

⽤
した

新
卒

者
の

離
職

率
が

⾼
か

った
た

め

(1
)貴

社
の

現
在

の
取

組
み

に
つ

い
て

、そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

③
今

の
とこ

ろ⽀
障

は
⽣

じて
い

な
い

が
、今

後
⽀

障
が

出
る可

能
性

が
あ

る　
　　

④
当

⾯
、⽀

障
は

出
な

い
⾒

通
し

　　
③

⾏
政

等
の

⼈
材

育
成

助
成

制
度

・認
証

制
度

(注
)の

活
⽤

①
実

施
した

　　
②

今
後

実
施

予
定

　　
　③

今
の

とこ
ろ予

定
は

な
い

   
(注

) 
「若

年
者

定
着

⽀
援

実
践

プロ
グラ

ム
」、

「正
規

雇
⽤

化
促

進
モデ

ル
事

業
」、

「外
国

⼈
技

能
実

習
⽣

制
度

」、
「ｷ

ｬﾘ
ｱｱ

ｯﾌ
ﾟ助

成
⾦

」、
「⼈

材
育

成
企

業
認

証
制

度
」等

貴
社

の
採

⽤
⽅

針
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　　
④

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

　　
⑤

外
国

⼈
材

の
活

⽤
は

考
え

て
い

な
い

　　
①

賃
上

げ
な

ど労
働

条
件

の
改

善
　　

　
①

実
施

した
　　

②
今

後
実

施
予

定
　　

　③
今

の
とこ

ろ予
定

は
な

い
⑧

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　）
　

　　
②

⾮
正

規
社

員
の

正
社

員
化

①
実

施
した

　　
②

今
後

実
施

予
定

　　
　③

今
の

とこ
ろ予

定
は

な
い

問
10

貴
社

の
⼈

材
確

保
・定

着
に

向
け

た
取

組
み

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。

　　
④

結
婚

・出
産

等
で

退
職

した
従

業
員

に
再

雇
⽤

の
機

会
を設

け
て

い
る　

　
　　

⑤
短

時
間

勤
務

制
度

・所
定

外
労

働
時

間
の

免
除

・フ
レッ

クス
タイ

ム
制

度
等

、就
業

時
間

の
緩

和
措

置
を設

け
て

い
る

　　
⑥

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　）

　　
⑦

特
に

取
り組

ん
で

い
るも

の
は

な
い

問
8

(2
)(

1)
で

①
〜

⑥
の

⼀
つ

で
も○

をつ
け

た
企

業
に

お
尋

ね
しま

す
。

県
内
企
業
景
況
調
査
　　
　特

別
調
査
票

平
  成

  2
6 

 年
  1

2 
 ⽉

沖
縄

振
興

開
発

⾦
融

公
庫

問
7

⼥
性

の
雇

⽤
に

関
す

る貴
社

の
取

組
み

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。該

当
す

る番
号

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

(1
)⼥

性
従

業
員

の
雇

⽤
継

続
策

とし
て

取
り組

ん
で

い
るこ

とは
あ

りま
す

か
。該

当
す

るも
の

す
べ

て
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

 ご
 記

 ⼊
 担

 当
 者

 貴
  社

  名

県
内

の
様

々
な

業
種

で
⼈

⼿
不

⾜
が

深
刻

化
して

お
りま

す
が

、貴
社

の
状

況
に

つ
い

て
教

え
て

くだ
さい

。
該

当
す

る
番

号
に

○
を

つ
け

て
ご

回
答

くだ
さい

。な
お

、そ
の

他
に

○
を

つ
け

た
場

合
に

は
、（

　）
内

に
内

容
を

ご
記

⼊
くだ

さい

外
国

⼈
の

活
⽤

に
関

す
る貴

社
の

取
組

み
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。
(1

)現
在

外
国

⼈
の

従
業

員
は

採
⽤

して
い

ます
か

。該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

正
社

員
とし

て
雇

⽤
   

  ②
⾮

正
規

社
員

とし
て

雇
⽤

   
  ③

外
部

社
員

とし
て

雇
⽤

   
  ④

繁
忙

期
の

み
短

期
雇

⽤
   

  ⑤
い

な
い

　　
①

専
⾨

知
識

や
技

術
・技

能
を有

す
る外

国
⼈

材
で

あ
れ

ば
活

⽤
した

い
　　

②
現

場
作

業
員

・ｽ
ﾀｯ

ﾌ等
とし

て
外

国
⼈

材
を活

⽤
した

い
   

   
   

 ③
繁

忙
期

な
ど短

期
の

雇
⽤

とし
て

活
⽤

した
い

　　
貴

社
の

取
組

み
は

、⼥
性

従
業

員
の

雇
⽤

継
続

に
つ

な
が

って
い

るで
しょ

うか
？

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　　
①

⼤
い

に
つ

な
が

って
い

る 
   

   
  ②

あ
る程

度
つ

な
が

って
い

る 
   

   
  ③

あ
まり

つ
な

が
って

い
な

い
   

   
   

④
つ

な
が

って
い

な
い

若
年

者
の

採
⽤

に
関

す
る貴

社
の

取
組

み
に

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。

　　
①

既
に

採
⽤

して
い

る 
   

   
   

②
今

後
採

⽤
す

る予
定

、ま
た

は
採

⽤
を検

討
して

い
る 

   
   

   
③

当
⾯

採
⽤

す
る予

定
は

な
い

(2
)外

国
⼈

材
の

活
⽤

に
つ

い
て

御
社

の
考

え
に

近
い

もの
を、

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

既
に

採
⽤

して
い

る 
   

   
   

②
今

後
採

⽤
す

る予
定

、ま
た

は
採

⽤
を検

討
して

い
る 

   
   

   
③

当
⾯

採
⽤

す
る予

定
は

な
い

(3
)(

1)
⼜

は
(2

)で
③

に
○

をつ
け

た
企

業
の

み
ご

回
答

くだ
さい

。当
⾯

採
⽤

す
る予

定
が

な
い

理
由

は
な

ぜ
で

しょ
うか

。
　　

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

　　
①

即
戦

⼒
を獲

得
した

い
   

   
   

 ②
⼈

材
育

成
の

時
間

が
な

い
   

   
   

 ③
⼈

材
育

成
の

予
算

が
な

い
　

　　
⑥

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

(2
)⼤

学
⼜

は
専

修
学

校
の

新
規

学
卒

者
の

採
⽤

に
つ

い
て

、該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

　③
60

歳
以

降
の

再
雇

⽤
制

度
を導

⼊
して

い
る 

   
  ④

技
術

や
資

格
を有

す
る者

を正
社

員
とし

て
新

規
採

⽤
して

い
る　

　⑤
技

術
や

資
格

を有
す

る者
を⾮

正
規

社
員

とし
て

新
規

採
⽤

して
い

る　
※

本
調

査
票

の
内

容
に

つ
い

て
、後

⽇
お

電
話

に
て

お
尋

ね
させ

て
い

た
だ

く場
合

が
　ご

ざ
い

ます
の

で
、写

しを
取

って
控

え
て

い
た

だ
きま

す
よう

、お
願

い
い

た
しま

す
。

沖
縄

振
興

開
発

⾦
融

公
庫

　企
画

調
査

部
調

査
課

   
担

当
：

伊
東

   
   

  T
EL

：
09

8-
94

1-
17

31
 

＝
ご

協
⼒

あ
りが

とう
ご

ざ
い

まし
た

＝

　　
①

社
内

⼜
は

ｸﾞ
ﾙｰ

ﾌﾟ
会

社
の

研
修

プロ
グ

ラム
等

に
よる

⼈
材

育
成

   
   

 ②
外

部
の

セ
ミナ

ー
や

外
部

ｺﾝ
ｻﾙ

ﾀﾝ
ﾄの

活
⽤

　　
③

業
界

団
体

の
主

催
す

る研
修

・セ
ミナ

ー
・職

業
訓

練
等

へ
の

参
加

   
   

④
⾏

政
の

主
催

す
る研

修
・セ

ミナ
ー

・職
業

訓
練

へ
の

参
加

 
　　

⑤
その

他
（

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
）

⾃
由

意
⾒

（
業

界
とし

て
の

課
題

や
⾏

政
等

に
対

す
る意

⾒
・要

望
等

）
が

あ
れ

ば
ご

記
⼊

くだ
さい

。
問

11

問
5

(3
)⾼

年
齢

者

①
採

⽤
を増

や
した

   
②

今
後

増
や

す
⾒

込
み

   
③

現
状

維
持

   
④

採
⽤

を減
らし

た
   

⑤
今

後
減

らす
⾒

込
み

(2
)中

途
採

⽤
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み

(5
)外

国
⼈

①
採

⽤
を増

や
した

   
②

今
後

増
や

す
⾒

込
み

   
③

現
状

維
持

   
④

採
⽤

を減
らし

た
   

⑤
今

後
減

らす
⾒

込
み

(1
)6

0歳
以

上
の

⾼
年

齢
者

の
雇

⽤
に

つ
い

て
、い

ず
れ

か
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。

(2
)⾼

年
齢

者
の

雇
⽤

形
態

とし
て

該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

外
部

社
員

（
派

遣
社

員
、請

負
社

員
な

ど）
で

、そ
れ

ぞ
れ

該
当

す
る番

号
⼀

つ
に

○
をつ

け
て

くだ
さい

。
雇

⽤
形

態
別

の
⼈

⼿
過

不
⾜

に
つ

い
て

お
尋

ね
しま

す
。正

社
員

、⾮
正

規
社

員
（

パ
ー

ト、
ア

ル
バ

イト
、嘱

託
な

ど）
、

問
1

(1
)正

社
員

FA
X：

09
8-

94
1-

19
20

 

⼈
⼿

不
⾜

に
より

、事
業

へ
の

⽀
障

が
出

て
い

るで
しょ

うか
。該

当
す

る番
号

⼀
つ

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

具
体

的
に

、ど
の

よう
な

⽀
障

が
出

て
い

る、
また

は
今

後
出

る可
能

性
が

あ
りま

す
か

。該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

⑦
⼈

件
費

等
の

経
費

増
に

伴
う収

益
の

悪
化

　　
   

   
   

   
   

   
  　

   
   

   
   

  ⑧
業

務
多

忙
に

よる
離

職
者

の
増

加
⑨

その
他

（
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

）
　　

　

(2
)⾮

正
規

社
員

③
現

在
、今

後
とも

、ほ
ぼ

適
正

が
続

く⾒
込

み
　 

   
 　

④
現

在
、過

剰
で

あ
る　

   
  ⑤

⾮
正

規
社

員
は

い
な

い

(3
)外

部
社

員
③

現
在

、今
後

とも
、ほ

ぼ
適

正
が

続
く⾒

込
み

　 
   

   
④

現
在

、過
剰

で
あ

る 
   

 　
⑤

外
部

社
員

は
い

な
い

問
2

問
1で

、⼀
つ

で
も①

また
は

②
に

ご
回

答
した

企
業

の
み

ご
回

答
くだ

さい
。

　⑥
その

他
（

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

）

(4
)⼥

性
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み
①

採
⽤

を増
や

した
   

②
今

後
増

や
す

⾒
込

み
   

③
現

状
維

持
   

④
採

⽤
を減

らし
た

   
⑤

今
後

減
らす

⾒
込

み

問
6

⾼
年

齢
者

の
雇

⽤
に

関
す

る貴
社

の
取

組
み

つ
い

て
お

尋
ね

しま
す

。

問
4

問
2で

、①
〜

③
の

い
ず

れ
か

ご
回

答
した

企
業

の
み

お
答

え
くだ

さい
。

不
⾜

して
い

る⼈
材

に
つ

い
て

、該
当

す
るも

の
す

べ
て

に
○

をつ
け

て
くだ

さい
。

テ
ー
マ
「⼈
⼿
不
⾜
の
影
響
と⼈

材
確
保
の
取
組
み
」に
つ
い
て

お
問
い
合
わ
せ

先
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○ 沖縄県産業連関表による公共投資の波及効果分析
  　-特に沖縄公庫住宅融資を中心にして-

創刊号( 56. 3 )

○ 沖縄の住宅事情と需要の動向 創刊号( 56. 3 )

○ 昭和５７年度設備投資計画調査報告 2 ( 56. 7 )

○ 沖縄公庫の融資効果の評価と今後の方向
  　-沖縄公庫モデルを中心とした計量分析-

2 ( 56. 7 )

○ 沖縄のホテル業界の現状と課題 3 ( 57. 3 )

○ 沖縄県経済の現状と工業振興の方向 4 ( 57. 8 )

○ 昭和５８年度設備投資計画調査報告 4 ( 57. 8 )
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